
  

 

 生衛発第１８７６号 
 平成１２年１２月２６日 

各都道府県知事 殿 

「水道水質に関する基準の制定について」の一部改正について 

 水道水質に関する基準については、水質基準に関する省令（平成４年厚生省令 
第６９号）に定める水質基準及びその検査方法に加え、本職通知「水道水質に関 
する基準の制定について」、（平成４年１２月２１日付衛水第２６４号）により、
水質基準を補完する項目として快適水質項目と監視項目及びそれらの検査方法を 
設定しているところである。 
 今般、毒性に関する知見等を踏まえ、快適水質項目の残留塩素の換査方法につ 
いて、オルトトリジン法を削除するとともに、新たに吸光光度法を採用すること 
とする。 
 ただし、現在オルトトリジン法を用いている水道事業者等があることを考慮し、
オルトトリジン法の削除については、経過措置を設けることとする。 
 各都道府県においては、下記について御了知の上、貴管下水道事業者等関係者 
に対する周知方よろしくお願いする。 

記 

第１ 快適水質項目の分析法の一部改正について 
 
 （別表２）の３の項中「比色法（DPD法、オルトトリジン法）、電流法」を「比
 色法（DPD法）、電流法、吸光光度法」に改める。 

第2 経過措置 
 
 本通知によるオルトトリジン法の削除は、平成１４年４月１日からとする。 



  

 

衛 水 第 ６ ３ 号 
平成１２年１２月２６日 

 各都道府県水道行政担当部（局）長 殿 

厚生省生活衛生局 

                     水道環境部水道整備課長 

「水質基準を補完する項目に係る測定方法について」等の一都改正について 

 水道水中の残留塩素に係る検査方法については、厚生省生活衛生局水道環境部 

長通知「『水道水質に関する基準の制定について』の一部改正について」（平成 
１２年１２月２６日付生衛発第１８７６号）により指示されたところであるが、 

今般、毒性に関する知見や水質検査技術の知見等を踏まえ、本職通知「水質基準 

を補完する項目に係る測定方法について」（平成 ５年３月３１日衛水第１０４号）、 

「水質基準に関する省令の施行に当たっての留意事項について」（平成 ５年１２ 

月１日付衛水第２２７号）及び「水質検査に当たっての留意事項について」（平 

成 ４年１２月２１日付衛水第２６８号）において、残留塩素の測定方法からオル 

トトリジン法（ｏ－トリジン法）を削除し、吸光光度法を追加することとする。 

ただし、現在オルトトリジン法を使用している水道事業者等もあることを考慮し、 

オルトトリジン法の削除については、経過措置を設けることとする。 

 各都道府県においては、下記について御了知の上、貴管下水道事業者等関係者 

に対する周知方よろしくお願いする。 

記 

第１「水質基準を補完する項目に係る測定方法について」（平成５年３月３１ 
 日付衛水第１０４号）の一部改正 
１ 別添１中「３ 残留塩素」中「第２ ｏ－トリジン法（OT法）」を削除し、
「第３ 電流法」を「第２ 電流法」に改め、「第２ 電流法」の次に次のよう

に加える。 



  

 

（一部省略） 

 ２ 別添１の別紙の表中３の項 

３ 残留塩素 １mg／Ｌ程度以下 
比色法（DPD法） 

比色法（オルトトリジン法）

電流法 

１０％

１０％

１０％

を 

３ 残留塩素 １mg／Ｌ程度以下 

比色法（DPD法） 

電流法  

吸光光度法 

１０％

１０％

１０％

に改める。

第２ 「水質基準に関する省令の施行に当たっての留意事項について」（平成５ 

 年１２月１日付衛水第２２７号）の一部改正 

  別添の別表「快適水質項目」の表中 



  

 

３ 残留塩素 １ｍｇ／Ｌ程度以下 
比色法（DPD法、ｵﾙﾄﾄﾘｼﾞ

ﾝ法） 

電流法 

０．０５mg／L 

０．０５mg／L 

 

３ 残留塩素 １ｍｇ／Ｌ程度以下 
比色法（DPD法） 

電流法 

吸光光度法 

０．０５mg／L

０．０５mg／L

０．０５mg／L

 に改める。 

第３ 「水質検査に当たっての留意事項について」（平成４年１２月２１日付衛 

 水第２６８号）の一部改正 

 
 別紙 残留塩素中「第２ ｏ－トリジン法（OT法）」の項を削除し、「第３ 

 電流法」を「第２ 電流法」とし、「第２ 電流法」の項の次に次のように加 

 える． 

第４ 経過措置 

 本通知による残留塩素の潮定法からの比色法（オルトトリジン法）の削除は、

 平成１４年４月１日からとする。 

を 

（一部省略） 



  

 

残留塩素の検査方法について 

＜参 考＞ 

1.経緯等 
 水道水中の残留塩素の分析法については、「水質検査に当たっての留考事項に 
ついて」 （平成４年１１月 厚生省水道環境部水道整備課長通知）により、 
・比色法（ジエチルーP－フェニレンジアミン法）（以下「ＤＰＤ法」という。） 
・比色法（オルトトリジン法） （以下「ＯＴ法」という．） 
・電流法 
 が定められている （注1参照）。 
 ここのうちＯＴ法に用いる試薬のオルトトリジン（以下「ＯＴ」という。）に 
ついては、発ガン性が疑われ、労働安全衛生法等により規制されているところで 
ある。 〈注2参照〉 
 水道事業者等においては、安価で、操作も容易であることから３法の中でＯＴ 
法が最も広く用いられている。 
 従来、「ＯＴの毒性については承知しているが水道水質検査には規制対象とな 
らない希薄な溶液を使っており、水質検査後は塩素と反応して分解するため、問 
題になることはない」として、ＯＴ法を採用していたところである。 
 しかしながら、有害な試薬を水道水の分析法で使用することは基本的には避け 
るべきと考えられ、また、代替法の利用が可能であることから、ＯＴを用いる検 
査方法は削除することとする。 
 また、吸光光度法により、残留塩素を測定することも可能であり、最近の水質 
検査技術の向上により、現場にて測定可能な残留塩素用吸光光度計も開発されて 
いる． 

２．対応 

 最近の毒性情報及び水質検査技術を踏まえ、水道環境部長通知及び水道整備課 

長通知を改正し、残留塩素の検査方法からＯＴ法を削除し、吸光光度法を加える 

こととする．また、水道事業者等において現にＯＴ法を広く用いていることから、 

DPD法等の代替法転換の対応のために猶予期間を置き、ＯＴ法の削除については、 

平成１４年度からとする。 



  

 

注1）残留塩素の測定法の経緯 

 オルトトリジン法（ＯＴ法）は、水道水中の残留塩素の測定法として昭和１１ 
年に水道協会協定上水試験法に初めて採用された。その後、改良が加えられ、ま 

た、上水の測定法も厚生省通知で定めることとなった。昭和５３年にＯＴが労働 
安全衝生法に基づく特定化学物質に指定されたため、代替法としてジフェニルー 

 p－フェニレンジアミン法（DPD法）が水道法に基づく測定法として厚生省水 
道整備課長通知により加えられた。 

 平成４年の水質基準の改正に伴い 平成４年１２月２１日付「水質検査に当た 
っての留意事項について（衛水第２６８号 水道整備課長通知）」により現在の 

ＯＴ法、ＤＰＤ法及び電流法の３法が残留塩素に係る水質検査のための測定法と 
なった。また、快適水質項目の残留塩素の分析法としてもDPD法、電流法とともに 

ＯＴ法が平成４年の水道環境部長通知によって定められている。 
 

 
注２）オルトトリジン（ＯＴ）（ｏ－tolidine，3，3’－dimethlbenzidine）の規 

   制等について 
 労働安全衛生法施行規則においてＯＴ及びその塩は、特定化学物質（第１類物 

質）に指定されており、製造には労働大臣の許可を必要とする（ＯＴ及びその塩 
を重量の１パーセントを超えて含有するもの。残留塩素測定に用いるＯＴ試薬は 

0．1％）。また、製造または使用する場合、６ケ月以内ごとに１回の作業環境測定 
及び特殊健康珍断（尿路系の異常の有無の検査等）の実施が求められている。 

 ＯＴについての発ガン性の評価は、１９８７年にWHOのIARCと（国際ガン研究機 
関）により評価が行われ、ラット等動物について発ガン性を示すが、人について 

は疫学的なデータがないことから、２Ｂ（人でおそらく、発ガン性を示す）と分類 
されている。また米国の国立毒性プログラム（NTP）によっても、人に対する発 

ガン物質である可能性がある（anticipated）とされている。 
 また、中程度の急性毒性があると言われ、エアロゾルの吸入、経皮及び経ロで 

摂取される可能性がある。 
 また、化学物質審査及び製造等の規制に関する法律においては、生物濃縮性は 

低いものの、生分解性も低いものとされ平成１２年９月に指定化学物質として指 
定されている。さらに、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善 

の促進に関する法律においては、環境への排出量等の届出等を行う対象化学物質 
として平成１２年３月に第一種指定化学物質として指定されている。 


